	金属熱処理


受注動向では、リーマンショック時に大きく落ち込んだものの、その後は順調に回復し、現在はリーマンショック前の水準までほぼ戻りつつある。そのため、当面の危機は脱したと見る企業が多い。しかし、最近では、電力不足等の影響から電気代・ガス代が上昇しており、仕事量が回復している割には、採算性は悪化している。
今後の見通しでは、しばらくは現状のまま推移するとみられている。しかし、発注元の大手メーカーを中心とした生産の海外シフトに対しては、これといった対策は存在せず、自社のＱＣＤと技術力を伸ばしていくしかないとする企業が多く見られた。いずれにしろ、国内の既存取引先からの受注増加は期待薄であることから、海外展開を視野に入れるなど、どの企業も生き残り策を模索している状況にある。
熱処理と業界の概要　
熱処理は、金属材料に加熱、冷却の熱的操作を加えることによって、耐久性、耐摩耗性、耐疲労性などの種々の特性を与える加工法である。
熱処理の方法には、一般的な方法として、①焼きなまし（加熱後、炉内でゆっくりと冷却することにより、鋼をやわらかくする）、②焼きならし（加熱後、大気中で冷却することにより、鋼を標準状態にする）、③焼入れ（加熱後、水または油中で急冷することにより、鋼を硬くする）、④焼戻し（焼入れした鋼に熱処理を行い、硬さを減少させ粘りを増加させる）がある。
その他、鋼の表面層のみを硬化させる方法として、⑤高周波焼入れ・焼戻し（鋼の表面を高周波誘導加熱によって、部分的に熱処理を行う）、⑥浸炭焼入れ・焼戻し（低炭素鋼の表面に炭素を浸透拡散させて、表面を硬化させる）、⑦窒化（鋼の表面に活性化窒素を浸透させて、表面を硬化させる）などがある。複数の熱処理を組み合わせた複合熱処理を行うことによって、耐摩耗性などの特性を一層向上させることもある。
熱処理は、機械部品の軽量化と耐久性の向上を図る上で不可欠な工程で、自動車、建設機械、工作機械の部品等で主に用いられている。平成23年の用途別の加工金額をみると、「輸送用機械用」（48.3％）、「一般機械用」（34.6％）と、これら用途向けの処理が多い（経済産業省『金属加工統計調査』）
熱処理は、機械部品メーカー・鍛造メーカー・鋼材メーカー等の製造工程内において内製化することもあるが、専門業者に外注することも多い。これは、目的に応じて様々な処理方法があり、設備投資費用がかさむことや、炉内の温度を上昇させたり、ガスを充満させたりするのには時間を要するため、稼働率を上げるために多くの受注をこなしたほうが有利であること、設備を24時間稼動させておいた方が効率的であるからである。
また、熱処理業は、受注先からの委託に基づいて賃加工を行う業態が一般的である。
大阪の地位　
熱処理業においては、処理コストの他に、処理対象物を受注先から集荷し、処理後に返送するといった、輸送コストのウェイトも大きい。そのため、輸送費削減と短納期要請への対応から、需要が多い地域に熱処理業者も集中する傾向があり、地域性が強い業種であるとともに、各地域で棲み分けが行われている場合が多い。大阪府内では、東大阪地区（八尾市、大東市、東大阪市）に熱処理工場が集積しており、その他、大阪市、堺市にも一定の集積が見られる。
需要用途における大阪の特徴では、熱処理業界において最も受注量の大きい自動車向けの処理割合が低く、建設機械や工作機械など、一般機械向けの受注量が比較的高いことが特徴である。
22年における大阪府の金属熱処理業（従業者４人以上事業所）は、事業所数84、従業者数2,160人、製造品出荷額等297億4,503万円であり、全国比はぞれぞれ14.9％、14.7％、11.5％である（経済産業省『平成22年　工業統計表　細分類編』）。大阪には、全国有数の大規模な企業が存在している一方、小規模な企業も多数立地しており、二極化しているのが特徴である。
　地域別の状況では、22年における製造品出荷額等の金額において、全国２位の地位を占めている。１位は愛知で496億9,955万円であり、３位以下は、神奈川、兵庫、静岡となっている（経済産業省『平成22年　工業統計表　細分類編』）。
受注はリーマンショック後から回復し、現在は以前とほぼ同水準まで回復
リーマンショック時に受注が大きく減少したため、21年度は大きく売上高を減少させた企業が多く、業界全体では対前年比で４～５割ほどダウンした。しかし、それ以降は順調に回復し、現在ではリーマンショック前の20年度の売上水準にまで戻りつつあり、当面の危機は脱したとみる企業が多い。
受注動向を主要品目別に見ると、自動車関連ではエコカー関連の補助が復活していることや、電力不足に備えた受注の前倒しの影響もあり、受注量は比較的好調に推移している。その他の業界向けでは、個別の産業において増減はあるものの、昨年末からほぼ横ばいで推移している。
また東日本大震災の影響は、一部で見られたものの、関東や中部ほど受注は大きくは落ち込まず、逆に代替需要が若干あった程度であった。
電力・ガス料金の上昇により、収益を圧迫
製品価格は、受注の回復に伴って、ほぼ横ばいで推移している。原材料価格では、電気代・ガス代が上昇している。特に、ガス代については対前年比で３割以上上昇しており、収益を圧迫させる要因となっている。大阪は他地域と比較して熱処理炉にガスを使用する割合が高いこともあって、受注が一定量存在している割には、採算性は悪化しているとする企業が多かった。また、最近の傾向として、熱処理でも、異物の排除や外観の綺麗さを求める注文が多く、手間がかかるために効率性が落ちているとの声があった。
研究開発型の設備投資には意欲的
設備投資は、更新投資を中心に必要に応じて行っているとする企業が多い。加えて、研究開発型の投資については、自社の状況や今後の経済動向を見据えて、計画的に実施したいとする企業が多かった。
雇用に関しては、欠員が生じれば補充する程度で、ほぼ現状維持である。
資金繰りに関しては、深刻な状況にはないと回答する企業が多かった。
電力不足への対応
電力不足への対応では、自家発電等の設備を導入する企業は存在しないが、炉の稼動方法の見直しなど、各社なりの対応が見られる。例えば、設備更新に合わせて省エネ型の設備を導入し、より一層の節電を行おうとする企業や、電気炉を主に使用している企業では、電力不足になった場合には、どのように対処するかを事前に決めている企業があった。
ただ、もしも計画停電となり、一時でも電力が止まってしまったならば、処理中の製品は不良品となってしまうため、製品を弁償しなければいけなくなるなど、損失があまりにも大きいとのことである。
今後の見通し
熱処理業における受注動向では、しばらくは現状のまま推移するのではないかという見通しである。しかし、中長期的なものづくりの空洞化の危機に対しては、熱処理業は基本的に受注型の産業であるため、これといった対応策は存在せず、海外展開を視野に入れておくとともに、自社のＱＣＤと技術力を伸ばしていくことしかないと回答する企業が多く見られた。
また、大手メーカーだけではなく、その大手と取引している中堅メーカーも海外進出しはじめたこともあり、一定の受注が見込めるのではないかとして、今後の展望として、海外進出を視野に入れるようになった企業も見られる。業界団体においても、熱処理ビジョンの追補版で、海外進出の可能性を探る調査が行われている。
いずれにしろ、今後国内の既存取引先からの受注増加は期待薄であることから、各企業とも、どのように対処すべきかを模索している状況にある。
（佐野　浩）
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2月 2,759 20.0 2,194 4.3 3,179 21.9 8,132 16.0
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4月 2,444 0.3 1,658 -17.7 3,283 20.6 7,385 3.0

5月 2,295 1.4 1,375 -22.8 2,792 11.5 6,462 -1.3

6月 2,813 2.4 1,968 -8.7 3,360 13.0 8,141 3.4

7月 2,755 1.5 2,137 -2.5 3,319 12.3 8,211 4.5

8月 2,502 8.4 1,951 10.0 3,008 15.2 7,460 11.5

9月 2,925 7.6 2,406 7.6 3,391 13.7 8,722 9.9

10月 2,935 10.5 2,425 17.1 3,432 14.0 8,792 13.6

11月 2,968 7.8 2,327 7.7 3,431 8.5 8,725 8.0

12月 2,680 -0.9 2,405 16.2 3,320 8.3 8,406 7.2

平成24年 1月 2,451 0.1 2,026 5.7 2,897 4.2 7,374 3.2

2月 2,784 0.9 2,674 21.9 3,333 4.8 8,790 8.1

3月 2,867 11.5 2,467 20.4 3,317 -1.0 8,652 8.5

4月 2,717 11.2 2,292 38.2 3,281 -0.1 8,290 12.2

資料：各地区は日本金属熱処理工業会調べ、全国は経済産業省『金属加工統計調査』。

（注）左側の数値は加工金額、右側は前年（同月）比伸び率。

全国の対象は全国の従業者20人以上の106事業所。

東部（47社）、中部（28社）、西部（31社）の合計。

金属熱処理の加工金額

（単位：百万円、％）
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